
議案第７１号 

 

令和４年度瑞穂町下水道事業会計利益の処分及び決算認定につい 

て  

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の

規定により、令和４年度瑞穂町下水道事業会計未処分利益剰余金の

処分の議決を求めるとともに、同法第３０条第４項の規定により、

令和４年度瑞穂町下水道事業会計決算を別紙監査委員の意見書を付

して議会の認定に付します。 

 

令和５年９月１日 

 

          提出者  瑞穂町長   杉 浦 裕 之 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

資金不足比率報告書 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定により、令和４年度 

決算における資金不足比率を次のとおり報告します。 

 

 

記 

 

 

資金不足額 事業の規模 
資金不足比率 

資金不足額／事業の規模 

経営健全化 

基準 

   千円 

― 

（資金剰余額 239,457） 

        千円 

470,075 

          ％ 

― 

     ％ 

20 

 

 

 

備考：資金不足額がないため資金不足比率は、「―」と標記しています。 

参考数値として資金不足比率を表示した場合は、「-50.94％」となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和４年度瑞穂町下水道事業会計決算審査意見書 

 

 地方公営企業法第３０条第２項の規定により、令和４年度瑞穂町下水道事

業会計決算を審査した結果、その意見は次のとおりである。 

 

１ 審査対象 

 令和４年度瑞穂町下水道事業会計決算 

 

２ 審査期日 

 令和５年７月２７日（木） 

 

３ 審査の手続 

 審査にあたっては、町長より提出された決算報告書、損益計算書、剰余金

計算書、剰余金処分計算書（案）、貸借対照表及び事業報告書等の決算附属

書類について、計数に過誤はないか、経理は健全か、予算執行は関係法令に

従って効率的になされているか等に着眼し、それぞれの関係帳簿及び証書類

との照合のほか、必要と認める審査の手続きにより審査を実施した。 

 

４ 審査の結果 

 審査に付された決算書類は、地方公営企業法及び会計諸規則等、法令に準

じて作成されており、決算計数も関係帳簿、証書類との照合をした結果、符

合し、正確であり、内容も適正であることを確認した。 

 

５ 業務状況 

 本年度末における処理区域内人口は、前年度と比較して０.５％減少し、

３万１,５４５人である。また、年間総処理水量は４１３万８,２８５㎥で、

前年度と比較し２.１％減少している。また、年間有収水量は３５４万５,０

５３㎥で、前年度と比較し３.５％の減少となっている。 

 

６ 予算決算の状況 

（１）収益的収入及び支出（消費税及び地方消費税を含む） 

  収益的収支決算の状況は、下水道事業収益の予算額１１億４,３４０万

５,０００円に対し、決算額が１１億３,４３８万４,１１９円で収入率は

９９．２１％、下水道事業費用は、予算額１１億１，２３６万円に対し、

決算額は１０億９,０６６万３,７２６円で執行率は９８.０５％である。

この結果、収支差引額は、４,３７２万３９３円の黒字であった。 

 

 



（２）資本的収入及び支出（消費税及び地方消費税を含む） 

  資本的収支決算の状況は、資本的収入は予算額２億５,５９１万２,００

０円に対し、決算額が２億１,９２７万５,２７０円で収入率は８５．６８％、

資本的支出は、予算額４億３,６３０万円に対し、決算額は３億８,１１９

万８,７５８円で執行率は８７.３７％である。資本的収入額が資本的支出

額に対して不足する額１億６,１９２万３,４８８円は、当年度分消費税及

び地方消費税資本的収支調整額１,２７０万４,１３６円、減債積立金６,

７２１万２,７５６円、過年度分損益勘定留保資金８,２００万６,５９６

円で補填している。 

 

（３）企業債の状況 

  前年度末における企業債の残高は、２２億７,８９１万３,２３２円であ

り、本年度中の借入額は９,５２０万円、本年度中の償還額は１億３,８１

６万８,４５３円であったことから、本年度末における残高は２２億３,５

９４万４,７７９円である。これは、前年度末と比較して４,２９６万８,

４５３円の減となっている。 

 

７ 経営成績 

（１）概況 

  本年度の経営成績（損益計算）は、下水道事業収益が１０億９,５０９

万７,０６１円（営業収益４億７,００７万５,４７６円、営業外収益６億

２,５０２万１,５８５円）で、対する下水道事業費用は１０億６,４０９

万２,７９４円（営業費用１０億２,５８８万３,３１１円、営業外費用３,

８２０万９,４８３円）となり、差し引き３，１００万４，２６７円の黒

字である。 

 

（２）収益及び費用 

  本年度の下水道事業収益は、１０億９,５０９万７,０６１円で、その内、

経営の根幹を成す営業収益は、４億７,００７万５,４７６円（下水道使用

料３億９,２９６万８,４７６円、他会計負担金７,６８７万７,０００円等）

で、収益全体の４２.９％を占めている。 

  営業外収益は、６億２,５０２万１,５８５円（他会計負担金１億５,１

３３万円、長期前受金戻入４億６,３８６万１,９５５円等）となっている。 

  一方、下水道事業費用は、１０億６,４０９万２,７９４円で、その内、

営業費用は１０億２,５８８万３,３１１円（管渠費７,５４４万３,２２８

円、業務費１億８,４８７万９,０１６円、減価償却費６億４,２３９万７

０８円等）で、費用全体の９６.４％を占めている。 

これに営業外費用を加えた下水道事業費用と前述の下水道事業収益との



差引額３,１００万４,２６７円が当年度純利益となっている。 

 

（３）下水道使用料の収納状況 

  現年度分の下水道使用料は、調定額４億３,２２６万５,３２０円に対し、

収入済額４億４６３万１,２９９円であった。この結果収納率は９３．６％

である。 

  過年度分については、未収金額３,３８２万３８８円に対し、収入済額

は３,２３１万８,９８３円で収納率は９５.６％である。令和４年度にお

いては、不納欠損額１３万２,９２２円、減額更正額等３万７７７円によ

り未収入額１３３万７,７０６円である。 

 

８ 財産状況 

（１）資産 

 資産の合計額は１３６億１,７３８万６,４９６円でその内訳は、固定資

産が１３２億８,０２５万３,４２２円、流動資産は３億３,７１３万３,０

７４円となっている。 

固定資産は、有形固定資産が１２７億５,０８６万７,２１８円、無形固

定資産が５億２,９３８万６,２０４円となっており、流動資産は現金・預

金が２億８,２０４万２,０１７円、未収金が５,５０９万１,０５７円とな

っている。 

 

（２）負債・資本 

  負債の合計は１１０億２,０６５万９,９４０円で、その内訳は、固定負

債が、２０億９,７８８万１,５４８円、流動負債が２億３,５７３万８,８

４４円及び繰延収益が、８６億８,７０３万９,５４８円となっている。固

定負債は全額が建設改良費等の財源に充てるための企業債、流動負債は建

設改良費等の財源に充てるための企業債が１億３,８０６万３,２３１円、

未払金が９,３１２万６,６１３円、引当金が４５０万９,０００円、その

他流動負債が４万円となっている。また、繰延収益は、長期前受金が８６

億８,７０３万９,５４８円となっている。 

  資本金の合計額は２４億４,６３１万８,３６８円で、その内訳は、固有

資本金が１９億６,７９２万９,４０４円で、繰入資本金が３億８,００４

万９,０００円で、組入資本金が９,８３３万９,９６４円となっている。

また、剰余金は、１億５,０４０万８,１８８円で、その内、利益剰余金は

９,８２１万７,０２３円となっている。 

 

 

 



９ 資金収支状況 

  本年度のキャッシュ・フローの状況によると、事業本来の業務活動の実

施に必要な資金の状態を示す「業務活動によるキャッシュ・フロー」は、

減価償却費や長期前受金戻入額などの非現金取引や未収金等の増減を調整

した結果、通常の業務活動の実施により現金を収入できている。 

  将来に向けた運営基盤確立のために行う投資活動に係る資金の状態を示

す「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、補助金や負担金の収入があ

るものの、新たな固定資産の取得にかかる支出などにより、１億７,６９

７万８,６７９円の資金減少となっている。 

  企業債などの借入、返済による収支等資金の調達及び返済を示す「財務

活動によるキャッシュ・フロー」は、一般会計からの出資金があるものの、

資金減少となっている。 

  これにより、本年度は２,００１万６,６９６円の資金増となり、期首の

資金残高２億６,２０２万５,３２１円を加えると期末時点の資金残高は、

２億８,２０４万２,０１７円となった。 

 

１０ 総括 

  瑞穂町下水道事業会計は、将来にわたり安定的に公共下水道サービスを

提供していくため、令和２年４月から地方公営企業法の財務規定等を適用

し、複式簿記・発生主義に基づく公営企業会計方式へ移行することにより、

貸借対照表や損益計算書等の財務諸表の作成等を通じて、自らの経営成績

や財政状態などの把握・分析が可能となった。 

  本年度は、３,１００万４,２６７円の純利益が計上された損益計算書等

を参照する限り、健全な下水道事業運営が行われたものと認められる。ま

た、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」における公営企業の経

営健全化における資金不足比率に関する書類提出を７月１４日に受けたた

め、７月２７日の決算審査後、資金不足比率について審査した結果、資金

不足は生じていないと認められた。 

下水道事業においては未普及地域への下水道整備、都市化の進展や浸水

被害への対応、施設の老朽化や耐震性などの課題に直面している。地方公

営企業会計方式に移行し、今後は財務諸表により明確化された収支や資産、

負債の状況を分析し、弾力的に事業運営に反映させることが求められる。

企業会計の強みを発揮し、経営の健全化、効率化を図りながら、将来にわ

たり持続可能かつ健全な経営の実現に向けて継続して取り組まれるよう望

む。 

 

 

 



    令和５年８月９日 

 

  瑞穂町長  杉 浦 裕 之  様 

 

               瑞穂町監査委員  村 山 隆 敏 

 

                  同     小 川 龍 美 

 


